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る」と定められていることにある。ここで「労働災
害」は「労働者の就業に係る建設物、設備、原材
料、ガス、蒸気、粉じん等により、又は作業行動その
他業務に起因して、労働者が負傷し、疾病にかか
り、又は死亡することをいう」と定義（安衛法2条）
されており、職業病を含む概念（あまりよい使い方
とは思えないが）なのだが、その通りに解釈するな
ら、「…業務に起因」した「疾病」でなければ死傷
病報告による報告義務は生じず、しかも、その判断
が事業者に委ねられている。

さらに、死傷病報告では、後に続く安衛則97条
第2項により、休業日数が4日未満の場合には災害
の発生状況など、詳細な報告を求められない。

これらの条件は、死傷病報告における過小報告
を必然的なものにしている。すでに述べたとおり、
職業病の認識そのものは決して難しいものではな
いが、それはあくまで基本的な疫学的知識を身に
つけたスタッフが、そうすることを役割として事業所
内で職業病の監視にあたるときであり、そうでもな

ければ、どの事業者も疾病の業務起因性を適切に
（職業病の「大規模な」発生を防ぐことができるほ
どに、迅速に）判断できるはずはない。また、今日の
日本の社会において、いったいどれだけの労働者
が疾病を理由として4日以上も休業をとれるだろう
か。ほとんどの場合は有給休暇などによって処理
がされ、死傷病報告の対象とはなりえないはずだ。

これらの理由から、死傷病報告をベースとする日
本の職業病統計＝「業務上疾病発生状況」では、
図2に示すとおり、急性の腰痛や中毒などを除くと、
ほとんどの職業病が克服されているかのように見え
てしまう。後述するとおり、本来職業病サーベイラ
ンスとしては、きわめてPassive（非予防的）であり、
元来その氷山の頂上部分しか監視できないことが
明らかな労災補償給付統計と比較してもなお、大
幅な過小評価となってしまっていることに驚かざる
を得ない。

労災補償給付統計

図2　「業務上疾病発生状況」による職業病統計の推移（急性腰痛を除く）


